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日本 におけ る塩化 ビニーノレ産業の

勃 興 と そ の 影 響

一1945～60年 一

岡 木 利 生

1課 題

日本の化学工業の戦後復興は,ま ず食糧確保のための化学肥料(硫 安 ・石灰

窒素など)の 緊急増産を中心 に展開された。政府の手厚い保護政策等に支えら

れて化学肥料は特に目覚ましい発展を遂げたが,1郭0年 化学肥料の保護統制が

撤廃されるに及んでそれが一段落すると,化 学工 業 は化学肥料製造への 「傾

斜」から抜け出して多角化への道を模索し始めた。隆盛を極めた硫安中心の無

機化学工業に代わって,カ ーバイ ド.・アセチレン系 の有機合成化学工業が台頭

し急速 に事業展開が図られることとなったのである。

中で も塩化ビニール(以 下 「塩 ビ」 と略)は,カ ーバイ ド・アセチ レンと塩

化水素から誘導生産される 「熱可塑性樹脂」Dの 代表製品 となり,ゴ ム ・皮革・

木材 ・紙 ・陶器類,さ らにぽ鉄鋼等の代替物の役割 を担い,敗 戦後の物資不足

を背景に,日 常の消費財分野はもちろんの こと産業資材分野において も,急 激

な成長 を示 した。特 に塩 ビフィルム(一 般用 ・農業用)や 塩 ビパイプ類(パ イ

プ ・継手等)等 の分野での伸長著 しく,こ れ らを軸に塩 ビの樹脂製造 ・樹脂加

1)「 熱可塑性樹脂 とは,加 熱によ り成 形で きる程度の熱可塑性が得 られ る合成樹脂 をい う。 ・…・・

ポ リエチ レン,ポ リス チレ γ.ポ リ塩 化 ビニル,ポ リア ミドな ど多 くの樹脂が これに属 す る」。

岩 波宙店 『岩波理化学辞典 』 第4版(岩 波書店,1987年)950頁 。因 みに,「 熱硬 化性樹脂 とは
…加熱す ると……不溶不融 の状態 に硬化す る合成樹脂 をい う

。 尿素樹脂,メ ラ ミン樹脂,7ェ

ノール樹脂,ニ ポキシ樹脂,… … ウレタ ン樹脂 な ど・…・・」。 同上,同 頁。
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工お よび流通面 での態勢整備が進 み,短 期 間に一 つ の有 力 な産業基盤 を形成 し

たのであ る。

ところで 日本の化学工業 の戦後史 についての研究は.そ の多 くが通史 として

の産業史 を概説 した もので2),特 に塩 ビだけを真 正面 か ら取 り上げ詳 しく論 じ

た ものは少 ない8)。 またその多 くが,主 として戦後 日本 にお ける巨大石油化学

工業の生成 ・発展 に焦点 をあてて論 じた もので,塩 ビについ ては,石 油化学工

業系樹脂 を も含 めた 「プ ラスチ ック」類 の一種 として とりあげ られて い るにす

ぎない。

そこで本稿 では,敗 戦後 か ら石 油化学工業の基 礎 確 立 期 まで7す なわ ち

1945年 か ら60年 頃 まで一 に,短 期 間 に驚 くべ き急成長 を遂 げ有 力な産業基盤

を確立 した塩 ビ産業 について,そ の急成長 の実態,構 造的特質.各 社 の.塩ビ企

業化へ の対応,さ らにまた塩 ビ関連の諸産業の変貌 等 につ いて,具 体的 に個

別 の企業 ンペルにまで立 ち入 って考察 してみた い。戦後 日本 の化学工 業は無機

化学工業 か ら有機合成化学工 業へ と大 き く転 換.した が,そ の 口火 を切 っ.たのが

他 な らぬ塩 ビであ り,こ れが導火線 となってそ の後 の石 油化学工 業の.大発 展 に

つ なが ったのであ る。また,の ちの石油化学工業 の発展 に伴 って塩 ビ産業 自身

も大 きく変質 し,石 油化学工 業体系 に組み込 まれ て行 くとい う経 過 をた どるが,

そ の端緒 はす で にこの時期 に始ま った と言 え よう。 これ ら.を考 えれば.戦 後.日

本 におけ るこの時期 の塩 ビ産業の展開 は極 めて大 きな意 味 を持 っていた と言 う

べ きであ る。

2)た とえば次 のよ うな ものがあ る。有 沢広 巳監修 ・中村隆芙他編r日 本産業 史』上 下巻(日 本経

済新 聞社,1967年),日 本化学工業協会編 『日本の化学工業三十年 の歩 み』(日 本化学工業協会,

1979年),小 山寿 『日本 プ ラスチ ック工業史』(工業 調査会,工967年),岡 田時夫 ・丹 治正平 「新 し

い合成化学工業 の基 礎 とその展 開」r現 代 日本産業 講座』第4巻(岩 波雷店,1959年),塩 化 ビニ
ール協会 『塩化 ビニール工業 の歩み』(1964年),同 協 会 『塩化 ビ三一ルエ30年 の歩 み』(1983

年),井 本稔署 ・日本化学会編 『日本 の化学100年 の あゆみ』(化 学同人.1978年),渡 辺徳二 編

r現 代 日本産業発達 史』13.「化 学工業」(上)(交 詢社,1968年).中 山伊知郎 ・有沢広巳監修;

渡辺徳二編 『戦後 目木化学工業 史』(化 学工 業 日報 社,1973年)等 。

3)塩 ビについ て比較 的詳 し く接 近 をしてい るもの としては,渡 辺徳二r化 学工 業』(日 本 評論社.

1972年),近 藤完一Pp本 化学工業論』(勁 草書 房,1968年),「 レ村秀 一郎 ・正 村公宏 ・山下指縄

『現代の化学 工業』(東 洋 経済新報社,1971年)な どが ある。
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.II塩 化 ビニール産業の構造的特質と.その発展

1.塩 ビ急成 長の実態

戦後 日本の化学工業発展 の中で塩 ビは どのよ うな位 置にあ ったのか。

戦後 日本の化学工業の分野別発展状況 を見 ると第1表 の通 りであ る。化学工

業 全体.の生産実績の推移 は,1950年 一2255億 円,55年 一5076億 円(2.25倍),

60年 一9187億 円(4.07倍)と,5年 毎 にほぼ倍増 の発展 を遂 げてい る。 この内

訳 を各分野別 にみ ると,ほ とん どの分野 で生産金額 は伸 びてい るが,.全 体 に占

める構成比率 が大 きく変 化 してい る。特徴的 なのは無機化学 か ら有機 合成 化学

へ の変化 が顕著 な ことで,1)戦 前 か らの化学工業 の中軸的存在 であ ったア ン

モニア系化学製 品(特 に硫 安)の 比率が急落 した こ と。1950年 に24%で あ った

ものが60年 には実 に9%と 激減 してお り,と くに50年 代 後半 の低落 が顕著 であ

った。 また,化 学肥料合計 で も,1950年 の37%か ら60年 には22%ま で に減少 し

てい る。2)戦 後 の有機合成化学 の代表 的製品であ る 「合成樹脂及 び可塑物」

の伸 びが 目立 ち,1950年 に僅 か3%で あ った 毛のが,60年 には12%へ と急増 し

てい る。

.第1表 化学工業の業種別生産実績 (単位:億 円,%)

化 学 肥`料

(内 ア 系 肥 料)

無 機 工 業 薬 品 類

有 機 工 業 薬 品 類

合成 樹 脂 ・可塑剤

石 油 化 学 製 品

油 脂 製 品

塗 料 ・そ の 他

合 計

1950

金 割 構成比

831

(538)

404

295

60

378

287

2,255

37

(24)

18

13

3

16

13

100

1955

金 額

1,800

(1,040)

975

700

281

553

768

5,076

構成比

35

(21)

19

14

16

11

15

100

1960

金 額.

2,018

(829)

1,591

1,438

1,073

572

858

1,637

9.187

構成比

22

(9)

17

16

12

6

9

.18

100

通商産業大臣官房調査統計部編 『化学工業統計年報』より作成。
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第2裏 合成 樹 脂 の生 産 実 績 (単位:億 円,%)

1950 1955 1960 ユ965

金 額 比 金 額 比 金額 比 金 額 比

塩化 ピ 呉一 ル

石 炭 酸 樹 脂

.メ ラミ ン樹 脂

尿 素 樹 脂

酢 酸 系 樹 脂

そ の 他 樹 脂

5

ρ0

3

D
O

ー

ユ

ー

-

9,4

30,2

24.5

15.1

20.8

60

37

7

56

姐

65

22.0

ユ3.B

2,6

20.9

16.4

24.3

322

145

57

124

143

265

25.9

11.7

4.6

ユ0.0

11.5

21.3

525

230

164

167

329

690

17.0

7.4

5.3

5,4

10.6

22.3

合成樹脂合計 53100268ユ001,05685.02,ユ0568.0

ポ リエ チ レ ン

ポ リス チ レ ン

ポ リプ ロ ピ レ ン

12910.461619.9

574.62518.1

一 一1234 .1

石油化学系樹脂 一18615 .099032.0

計53100268100,1,242.10013,0951100

前掲 『化学工業統計年報』より作成。

では この ような化学工業製品 の中 で塩 ビは どの ような展 開 を したの であろ う

か(第2表)。1)塩 ビの生 産実績金額は,1950年 には約5億 円であ った も の

が55年 には早 くも10倍 を超 え る約60億 円,60年 には実に62倍 にあ たる322億 円

と驚異的 な成長 を見せ ている。 また,2)塩 ビの生産 実績 が全合成樹脂製 品の

ぞ.れに占め る比率 も50年 の9.4%か ら,60年 に は259%に ま で急 上昇 してい る。

ここで生産数量 に 目を向けて見 よう。 熱可塑 性合成樹 脂(塩 ビ,ポ リスチ レ

ン,ポ リエチ レ ン)の 輸 入 ・生 産実績 を年度別 に 見 る と(第3表),塩 ビ は

1948年 の ス クラ ップ輸入 が先行す るの と時 を同 じ くして国内生産 が始 ま ってい

るが,こ れ に対 しポ リスチ レン及 びポ リエチ レンは,ま ず輸入が数年 間先行 し

た後 に国内生産 が始 ま ってい る。 これほ.1)塩 ビにつ いて は,雨 合 羽.レ イ

ン コー ト,車 両用 シ ー ト,ベ ル ト,シ ューズ等 の消費財分野 で爆発的需要 が起

こ り,そ れ に対応 して戦前 か らの ゴム加工技 術 を基礎 に ゴム加工業者 の塩 ビ製

品生産が急速 に進 み,極 めて短期 に大量 生産 ・大量消費体制 に乗 り移 ることが
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第3表 主要熱可塑性合成樹脂の戦後の輸入 ・生産実績(単 位=ト ソ)

塩 化 ビニ ー ル ポ リスチ レγ ポ リエ チ レン

輸 入 生 産 輸 入 生 産 輸 入 生 産

1948

50

52

54

56

58

60

*27

**159

590

180

717

128

328

4

ユ,028

8,491

22,132

55,895

91,609

258.051

446

2,040

10,100

2,904

6,640

10,151

21,903

315

1,510

13,874

19,923

23,384

10,226

41,179

前掲r化 学工業統 計年報 』197ユ年度版。

*ス クラ ップ輸入量,**1949年 度分 をふ くむ。

できたこと,2)ポ リスチレンおよびポ リニチレンの場合には,国 内における

これら樹脂 ρ企業化が百油化学工業の確立まで遅れることとなり,こ の数年間

は,塩 ビに代替する分野への進出,そ れに伴 う樹脂品質の確認 加工技術の確

立および新規市場開拓等のため,国 内生産に先立ち輸入による市場開発を行わ

ざるを得なかったこと,に よるものと考えられる。

2.塩 ビの企業化 ラッシュ

この様 な塩 ビの急成長 を担 った個別 の化 学工 業各社は,具 体的 に どのよ うな

かた ちで塩化 ビニールを企業化 し展開 したのであ ろうか。その企 業化状況 は第

4表 の通 りであ る。 これ をま とめてみ る.と次の ようにな る。

年 度19474849505152合 計

会社 数(社)ユ ー872-18

工 場 数(工 場)ユ ー892222

す なわ ち,1947年 か ら52年 ま でのわず か6年 間にエ8社 もの企 業が22工 場におい

て塩 ビの生産 を開始 した ことにな る。 中で も49年,50年 の2年 間 に実 に15社17

工 場 で企業 化され るとい う盛 行で あった。 この 間,企 業化 を計画 しなが ら結局
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第4表 塩 化 ビ ニ ー ルの 企 業 化(操 業 開始)

会 社 名 工場所在地 操業開始年月

東 洋 化 学 大 船(神 奈川) 1947年3月

社

業

業

業

料

ド

達

業

凝
観
呵
掩

興

ヒ

ヒ

ヒ

窒

匂

測

イ

ィ

ィ

本

本

本

合

淵

菱

井

日

日

亜

鉄

鐘

三

三

新

大

目

東

酒 田(山 形)

高 砂(兵 庫)

黒 崎(福 岡)

大.牟田(福 岡)

水 俣(熊 本)

新 井(新 潟)

高 岡(富 山)

名 古屋(愛 知)

497

497

498

498

4911

4911

4911

4912

】

;
最

善

菌

嚢

曝

化

業

属

所

業

業

工

業

業

　
・
・
撃

篇

∴

瀞

嘉

北

石

日

石

日

鐘

昭

呉

日

伏 木(富 山)

四 日市(三 重)

浦 原(静 岡)

浦 田(東 京)

四 日市(三 重)

大 阪(大 阪)

横 浜「(神奈川)

錦(福 島)

魚 津(富 山)

50.1

503

504

504

506

506

507

508

5012

電 気 化 学 工 業

日 新 化 学 工 業

渋 川(群 馬)

菊 本(愛 媛)

512

517

目

モンサント化成工業

本 ゼ オ ン

四日市(三 重)

浦 原(静 岡)

52

52

1

6

小山寿r日 本プ ラスチ ック工業 史』(工 業調査会,1967年)297瓦.お よび各社 『社

史』 より作成。

司

.

(

進 出 しなか った企業 は6社9,さ らに生産 を開始 した もののその後 なん らか の

理 由で撤退 した企業 は13社 に も及び5),こ れ らを含めれば30数 社が企業化 に関

4)塩 ビの企業化計画を持ちながら進出しなかった企業は.倉 敷レイヨン.昭 和合成成化学 東洋

曹達・徳山曹達 ラサ工業および日豊化学工業の6社 であった。前掲 『戦後日本化学工業史』
2ユ2頁。

5)塩 ビの生産を開始したが間もなく撤退した企業は,横 浜ゴム(日 本ゼオソを設立 ・移管),東

京芝浦電気(東 洋化学に移管),東 洋化学(電 気化学工業の系列下へ),大 日本.ヒルロイド(酢酸

維椎に集中),日 本合成化学(幣 許係争のため中止),日 本曹達(メ イγ・バンクの反対により/
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連 した ことになる。 この時期 いかに多 くの化学会社 が塩 ビの企 業化に注力 して

いたかが看取 で きよ う。 こ う見 て くる と,塩 ビ産業 においては1947年 ～52年 が

激 しい参入 ・退 出 を繰 り返 しなが らのいわば創業期 にあた り,激 しい競争 を経

て53年 頃か らよ うや く12社12工 場 体制 に落 ち着 いて事業基盤 を固め,本 格的 な

展 開 を始めた と考 え.られ る。

短期 間におけ るこの様 な異常 なまでの企 業化 ラ ッシ ュと,そ れ に続 く各社 の

激 しい競争 の結果 は,め 庫 ぐるしい程 の シェア変動 となって現れ てい る(第5

表)。 ここで 目につ くのは,1)日 本 ゼす ン6)が 参入.2年 目か ら 高い シ ェアを.

保 持 し続け てい ること,2)三 井 化学,三 菱化 成(モ ンサン ト化成)7》 お よ び

住 友化 学の旧財閥系企業 のシ ェアが低落傾 向ない し低.位置 を示 してい ること,

3)遅 れ て企 業化 した 日信化学8)お よび信越化学 の上位進 出が 目立っ こと,等

である。

また この企業化 ラ ッシ ュに よる塩 ビ樹脂 の生 産集中度 は,第5表 か ら集 計 し

み ると次の通 りの変化 を見せ てい る、 すなわち,上 位1社 への集中度 は,1952

年 に21.4%で あ った ものが56年17.4%,60年15.3へ と次第 に低 下 してい くの

に対 し,上 位3社 へ の場合,52年 に58.9%か ら56年44 .8%,60年 には38.7%へ

と大 き く落 ちこみ,さ らに上位5社 で見る と,52年85 .4%,56年65,3%,60年

に は57.1%と 大 幅に落ち こんで来 てい る。 これは この期 間 に2位 以下 の企業 の

多 くが一位企業 とほ とん ど肩 を並 べるまでに企 業規 模 を拡大 して米た ことを如

実 に示 す もので,正 しく 「塩 ビ企業群立」 とい う表 現が当た ってい よ う9》。

＼中止),北 海 電化,石 原産 業,呉 羽化学(塩 化 ビニ リデ ンを先行,後 再開),日 本軽金属(日 本ゼ

オ ンを設立 ・移管),昭 和電工,石 井鉄工所 および東化 工の13社 。前掲r戦 後 日本化 学工業 史』、
212～3頁,各 社 『社 史』 お よび聞 き取 り調査 による。
6)1951年 の 「外 資法 」制定 を機 に,古 河系3社(横 浜 ゴム.古 河電工お よび日本軽金属)が 米国

のグ ッドリッチ ・ケミカル社 と共 同出資 して設立 した塩 ビ樹脂生産 のための合弁 会社 。日本 ゼナ
ンについては次稿 で詳 述の予 定。

7)1952年,三 菱 化成 は米国のモ ンサ ン ト・ケ ミカル社 との合弁 でモ ンサ ン ト化成 を設 立 し
.塩 ビ

フィル ムお よび塩 ビ樹脂 の生産 に乗 り出 した。モ ンサ ン ト化成 について も沈積で詳述 の予定。

8)日 信化学は,
、1955年 新 日本窒素肥料 と信越 化学の共同出資で設立 された 国産技術 による塩 ビ樹脂

の生産会社である。 改稿で新 日本窒素 の事例 を取 り上 げ る際に同社 につい て も説 明する
。

9)中 村秀 一郎 ・正 村公 宏 ・山下甫編r現 代の化学エ 業』(東 洋経済新報社,ユ971年)152頁 。
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第5衰 塩 化 ビ ニ ー ル樹 脂 各 社 別生 産量 シェ ア.推移

(単 位=ト ソ/年,%)

順酬 ユ95・ . 54 56 58 60

三 井1.755ユ

(21.4)

ゼ オ ソ 4,861ゼ オ ン9.700一 ビ オ'ン15,367ゼ オ ン39,442

(22.0)(17.4) (16.9)(ユ5・3)

1111

口

2
鐘 化 1,590

(ユ9.5)、

新口塞 3,491
(15,8)
鐘 化 8,759
(15.7)
鐘 化12,192

(13.4)

鐘 化33,1180(
12.9)

ゼ オ ン1,529三3

(ユ8.0)

井3,283三 菱6,541(
11,7).(14・8)

日 カ バ7,977信 越27,059(10
.5)(8.8)

三 菱1,001鐘4

(13.3)

苓ヒ3,154新 日 空6,025三(
10.8)(14.2)

菱7,387日 カ ノミ24,163(
9,4)(8,1)

新 日空1.078三5(
132)

菱2,161電 化5,426住(
9.7)(10.1)

友7,370新 日 窒23;121(
9,0)(8、1)

鉄 興社6 605鉄 興 社1,514 日

(6,8)(7.4)

信4,528新 日窒7,129住 友19,26ユ

(8.1) (7.8)(7.5)

日 カバ222住7

(2,7)

友1,460三 井4,382電(
7,8)(6,6)

化6,609日 信17,471(
6.8)(7,.3)

電 化.220電8

(2.7)

化 鵡 住 友 響)信 越 鴨,電 化ユ7鶴

住 友161東9

(2.D)

亜734日 カノミ3,468日 信6,425三

(.3.3)(6'2) (7.1)
菱17,384
`〔6.7)

.束 、亜84.日 カ ノ.ミ10(
1,0)

496鉄 興 社1,958

(3.5)(2.2)

井5,646、 三 井14,72〔 〕(

5.7)(6.2)

11大 セ ル50大 セ ル 28陳 亜 … 呉 ・5,537呉 ・ …5・

12東 化工 石原
以下 石井.鉄工

呉羽 大。、レ1鉄 興社 姫 .鉄興社 東亜

合計
8,176
.(100.0)

22、131

.(100.0)

55,877
(100.0)

91,1.56
):(100.O

.257,560

(ユ00.0)

前掲 『化学工業統計年報』より作成。
*合計は11位以下の各社の生産量を含む。

ちなみ にアメ リカにお ける1957年 度 の塩 ビメーカー各社 の 生 産能 力 を 見 る

とin),こb時 期 す でに10社 ユ4工場 で年間生産能 力合計約52万tに 達 してお り,

企 業別生産能力 では,ダ ウ ・ケ ミカル社15.2万t(シ ェア292%),ユ ニオ ン ・

10)、 日本長期信用銀行調査部.『カ.一バ イ ド工 業』(同 部,1950年)297頁 。
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カ ー バ イ 下社10.2万t(同19.6%,上 位2社45.9%),ピ ー ・エ フ ・グ ッ ド リ ッ

チ 社7.9万t(同15.2%,上 位3社6ユ.1%),以 下7社 倉.計 で ⊥9.6万t(単 純 平 均

1社2.8万t)と な っ て お り,上 位3社 へ の 生 産 集 中 が 目立 っ て い る 。

3.塩 ビの製造 ・加工工 程 と企業化条件

上述 の.通 り、 塩 ビは戦 後数年間 の内に異常 ともいえ る企 業化 ラ ッシ昌を現出

し急成 長 を遂げたので あるが,何 故か くも多 くの化学工 業各社 が塩 ビを計画 し

参入 し得 たのか。それ を解明す る手がか りと して,こ こでは塩 ビの製造お よび

加工の基本的 な技術構造 を理 解 し,塩 ビ企 業化 の条件 を見 る こと.とす る。

(1)塩 ビ樹脂 の製造工程

戦後 日本 で塩 ビが企業化 され始 めた時期 には,塩 ビは 「カーバ イ ドを水処理

して発 生す るアセチ レン」 と 「食塩 を電気分解 して得 られ る塩化水素」 とを反

応 ・重 合 させて生産す るいわ ゆ る 「カーバ イ ド・アセチ レン方式 」で あった。.

したが って塩 ビの企 業化 には,主 原料 としての 「カ ー・ミイ ド」源 と 「塩素 ・水

素」源 の双 方が必要 不可欠で あった。化学工業 の原料 ・製品系列 を無 機化学工

業系統 と有機化 学工 業系 統 とに分 けて考 える と,「 塩素 ・水素」 は無機化 学工

業系統 に,「 カーバ イ ド ・アセチ レン」 は有機 化学 工業系統 に,そ れ ぞれ属 し

てお り.塩 ビ樹脂 は無機 化学工業 と有 機化学工 業の両分野 にまた がる特異 な化

学 工業 製品 であると言 える。前述 のよ うに,戦 後多数の化学工業各社 が一斉 に

塩 ビを企業化 したが,重 要 な ことは,そ れ ら各社が いずれ も 「カーバ イ ド」 な

い しは 「軍解 ソーダ(塩 素 ・水素)」.の 生 産 に何 らか の 関係 を持 っていた.と.い

う事実.であ る。

「カ ーバ イ ド・ア セ.チンン」方式 による塩 ビ樹脂 月産1000ト ン のモデル ・ブ

ラ ン ト設備 の概 略は第6表 に示 した通 りで ある。同表か らもわか るよ うに,塩

ビ樹脂製造 の中核的 設備 であ る 「塩 ビモノマー製造 の た め の 反応.(合 成).装

置 」 と 「ポ リマ ー製造 のための重合装 置」 億,い ずれ もそれ ぞれが月産100ト

γ の単位 装置 を10基 ずつ設置 した いわ ゆる 「単体装 置並 列のバ ッチ式 」で
,r増
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第6表 「塩 ビ製 造 設 備 」 モ デ ル プ ラ ン ト 「生 産能 力 月 産1,000t」

に要 す る設 備.1960年 度(単 位=千 円)

主 要 設 備 設 備 金 額

工程 機械又は装置 単 価 台 数 金 額 合 計

ガ アセチレンガス発生装置

桑 そ の 他
小 計生

塩 化 水 素 製 造 設備 33,200 2式 66,000 66

反 反 応 炉 6,500 10基 65,000 65

モ ノ マ ー 貯 槽 3,600 4基 14,400 14

応 配 管 そ の 他 1式 245

小 計 391

重 合 機 12,000 10基 120,000 120

重 重 合 物 処 理 機

脱 水 機

6,000

5,500

3基

4基

18,000

22,000

18

22

乾 燥 機 23,000 2基 46,000 46

合
配 管 そ の 他 1式 100

小 計 306

1式55,00055,000

1式44,00044,000
199
,000

66,000

65,000

14,400

245.600

391,000

120,000

18,000

22,000

46,000

100,400

306.400

孫

孫

他

計

関

関

の

気

気

小

鷺

蒸

そ

用

役

等

1式

1式

1式

28,000

47,000

15,000

90,000

合 計 886,400

塩化 ビニール協会r塩 化 ビニール工業 の歩み』(1963年)306頁 よ り作成 。

産テンポに合わせて各単体 ごとの小刻み増設が可能であ..つたことを示 している。

このことは,需 給状況に応 じてその都度少額投資で生産能力増大に対応できた

ことを意味 してお り.「 群小乱立型」企業の参.入を可能 とす る有力な基盤とな

ったのである。

(2)塩 ビ樹脂の加工工程

.こ.のようにして生産された塩 ビ樹脂は,続 いて各種の加工工程 を経て最終製

品 とな り消費市場に提供される。塩 ビ樹脂に可塑剤 ・安定剤等を加えて加熱溶
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第1図 プ ラス チ ッ クの主 な加 工 法 と.製品 一

に　 　

}加 工 法i

I

昌

圧縮成型 }
i

コンパ ウンディング

充 填 剤,ロ ∫塑 剤,

安 定 剤 等
移送成型

i

i

…

i

i

i

1

…

射出成型
i

}

…

i
印

押出成型
ヒー テ ィ ング

吹込成型
iプ ラスチ ック

レ ジ ン
積層プレス 1

i
真空成型一一

塗布乾燥

i

…

…

i

i

…

組立加工

…

;
」

i

配 合

.1

i

i

;.

i

…

スラッシュ成型

塗布加工

発泡加工

ξ

i

i

i
I

注 型 :

(165)ユ65

主要製品

各種成型品

パイプ・フイルム等

びん等

i積 層板,化 粧板

1各 種成型晶,加 土品

.シート類

1接 着剤,塗 料,
1工 業用樹脂

人形等

レザー等

断熱剤等

ボタン ・レンズ等

近藤完 一r日 本化学工業論』(勤 草書房,1968年)339頁 。

融 した上 で,圧 縮 加工 ・カレソダー加工 ・射出加工 ・押 出加工等 の加工 を施さ

れ各種成型品,フ ィルム ・ツ ー ト,パ イプ等の製品 と な る(第1図)。 射 出成

形や押出成形は・塩 ビ樹脂をシリγダー内で溶融し,こ れを金塑謝 出し硬化

させて各種成形品を得た り,カ レンダー.ロール機にかけてフィルムや 渚一 ト状

態の製品に加工する。 しか も,加 工技術の開発 に伴 ワて連続化や自動化さらに

は高速運転 も可能となって,塩 ビ製品の大量生産が軌道 に乗 り,生 産性ぽ飛躍.

的に高められた。戦後の塩 ビの大量生産に道を開いたの は,こ れ ら 自動 ・連

続 ・高速加工の可能な射出成形機や押出制成形機に負 うところが極めて大きか

ったのである。またこうした塩ビ加工において蓄積 された技術がその後の石油

化学工業系樹脂の発展に大 きく寄与 したことは言うまで もない。
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しか も こ れ ら 加 工 機 は,先.に み た 塩 ビ樹 脂 製 造 装 置.に 見 られ る よ う な 化 学 変

化 を 伴 わ な い,も っ ぱ ら物 理 的 変 化 を 行 う 装 置 で あ り,塩 ビ樹 脂 製 造 工 程 以 上

に 「単 位 装 置 並 列 型 」 で の 生 産 体 制 が 組 ま れ や す か っ た とい う こ と も指 摘 す べ

き で あ る11㌔

③ 塩 ビ 企 業 化 の 条 件

「カ ー バ イ ド ・ア セ チ レ ン 法 」 に よ る塩 ビ樹 脂 は,「 豊:富 な 余 剰 電 力 と 無 尽

蔵 な 石 灰 石 か ら 製 造 され る カ ー バ イ ド」 と 「電 解 ソ ー ダ 工 業 か ら の 副 産 物 で あ

る 塩 素 」 と を主 原 料 とす る 「す べ て を 国 産 で 賄 え」 「外 貨 を 節 約 し 更 に は 獲 得 出

来 る」 純 粋 に 国 産 の 化 学 工 業 製 品 と し て 脚 光 を 浴 び た 。 す な わ ち,物 資 欠 乏 ・

外 貨 不 足 の 戦 後 の 日本 経 済 に と っ て 有 望 な 生 産 奨 励 対 象 と な り12,,政 府 も 「国

策 産 業 」 と し て 積 極 的 に 育 成 指 導 に あ た っ た の で あ る18}。 こ の た め,上 述 の 技

術 的 構 造 と 関 連 し て,カ ー バ イ ド工 業 系 お よ び 電 解 ソ ー ダ工 業 系 双 方 か ら多 数

の 化 学 会 社 が 一 斉 に 企 業 化 に 乗 り 出 し た の も い わ ば 当 然 の 成 り行 き で あ っ た 。

両 系 の 企 業 の そ れ ぞ れ に お け る企 業 化 の 利 点 は,1)カ ー バ イ ド工 業 系 に あ っ

11)た とえば,1953年 完 成の積 水化学の東京工場 の場合,成 型品月産250ト ン設備 として設 置され

たのは,自 動射 出成型機=3ナ ンス機3台x@1,500千 円=4,500i一 円,6オ γス機2台x@2,250

千 円=4,500千 円,8オ ンス機2台 ×@7.298千 円=1ら596千 円,12オ ンス機1台 ×@8,400千 円=
16オ ンス機1台 ×11,887千 円=11.887千 円(同),合 計9台8,400千円(輸入機 ・ワ トソン社 製),

43,483千 円(@1台 平均4,831千 円)と 能 力に変化 を持たせた配置にな っていた。同社 『有価 証券

報告書』。

上2)外 貨節約に関 し,当 時 としては莫大 な金額 に及 ぶ次の ような試 算が行われて いる。 「塩 化 ビニ
ール製 品ぷ天 然資材に代替す る場合に は,多 くの輸 入資 材の節約 をす る役 目を果 た して い る。

……このよ うに して輸入資 材 を節約 して貴重 な外・貨が国外へ流 出す るの を防 ぎ,自 立経済 達成の

一翼 を担 ってい るので ある。各種 の代替物資 によ って節約で き郵外貨額 は次 のよ うに算出 されて

い る。皮革5,501,0008,亜 麻仁油及 コル ク=946,800お 回生 ゴム3,979,400,AVAM:3,068.7308,

棉花,4,368,00嚥 　 ラ麻 ・110.72。翫 リ〃 一 ・319,。。0$,塩 増産 に より1・295・61幡 食糧増

産に 駒348,333,00⑱ 合 計3671922.26。$(1321452.133.600円)」 塩 化{一 ・レ協会 『ビ二一・レ工

業の現況(塩 化 ビニール白書)』(同 協 会,1954年)20頁 。

13)た とえば,1949年 商工 省による第1次 合成 樹脂5ケ 年計画 の発表 を始 め として,54年 にほ通産

省に よる合成樹脂増産育成対 策 とグ ラステ ックス5ケ 年 計画(54～68年)の 発 表,翌55年 には通

産省の 「合成樹脂工業育成」対策省議 決定 とプラスチ ック入5ケ 年計画(55-59年)の 発 表が行

われ るな ど,政 府の育成対 策が相次 いで発表 され,ま た これ らの政策 を強 力に推進するた め,塩

ビを法人税法第6条 に基 づ く重要物産 に指定 して法人税 を3ケ 年免 除(1951年5月31日 公布政令

第172号)し,ま た塩 ビ樹脂 製造設備の固定資産耐 用年 数の大幅短縮(同 時公布大蔵 省令M50号)

を行 う等,税 法上で も積極 的な優 遇措 置が とられ た。 その他,輸 入機械 の関税免除な ども実施 さ

れた。
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て は,① 自家発電 にお け る季節電 力.や夜 間.電力 とい った余剰電力 をカーバ イ ド

の形で プール可能.② 操業 の断続 が容易 ⑨外販不 可能 の規 格外品の 自家消費

に よる コス トダウン効果.が大 きい,等 であ り,2)電 解 ソー ダ工 業系 にあ って

は、① 電解槽 か ら発生す る塩素生 ガスが そのまま利用可能 で液 化工程 を省略で

きる,② 他の塩素化合物か ら副生す る塩素 ガスの有効利用 が可能 であ る.等 で

あ った14)。 いずれ の場 合 も,余 剰或いは副産資源 をいかに生 産物 に転換 させ る

かが主 眼 とな ってお り,化 学工業各社は それ ぞれ の原料 事情 と 生産 技術 ・設

備 ・販路等 を考慮 してそれぞれ企 業化 に踏み切 った のである。

III塩 化ビ=一 ル産業急成長の及ぼした影響

.「カ ーバ イ ド ・アセチ レン法」 に よる塩 ビ生産が,上 述 の ような化学工業各

社 の 「群小乱立」 ともいえ る激 しい競争の下で急成長 した のに伴 い,.当 然 の こ

となが ら塩 ビ関連 の諸産業 も大 きな影響 を受け るこ ととなった。 ここでは,ま

ず基礎原料 としての 「カーバイ ド工業」 と 「電解 ソーダ(塩 素)工 業」 とにつ

い て,続 いて塩 ビ産業 その ものの変化 を 「塩 ビ樹脂製造工業」 と 「塩 ビ樹脂加.

⊥ 業」 につい てみ よ う。

1.基 礎原料工業 の構造変化

(1)カ ーバ イ ド工業

塩 ビ樹脂 の急 テンポの生産増 加に伴 い,カ ーバイ ドの生産 も急増 しその消費

内訳 竜大 き く変化 したα戦後ギ カを占めた石 灰窒素用に代わ って有機合成用が

著 し く増加 した。石灰窒素用 は1950年 に全体 の67%を 占 めていた ものが57年 に

は37%に ま で落 ちこみ,代 わ って有機合成用 が1950年 に僅 か10%5万1千t

で あ った ものが57年 には実 に43%,37万1千tと 著増 してい る15〕。消費面での

この様 な急激 な変化 に対 して カーバ イ ドの生産面 での変化 を見た ものが第7表

14)日 本曹 達(株)渡 辺篤氏(同 社OB元 研究第2課 長)よ りの聞 き取 りに よる。

15)前 掲 『日本の化学工業三十年の歩 み』83頁 。
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第7表 カ ーバ イ ドの系 統 別 生産 量 推移

1950年 1958年

数 量 構成比
1工 場

当 り
数 量:構 成比 1工 場

当 り

肥 料

および

合成系

市

販

系

合

計

社 ・工 場 数

数 炉(基)

炉 能 力(KW)

生産能力(ト ソ)

実生産量(ト ン)

操 業 度(%)

12社18工 場

75

405,500

934、60078.0

417,068

44.6

11社15工 場

4.271

(5,407)648,840

51、9221.584,45085.7

782,645

49.4

4.7

(9,139)
105,630

社 ・ 工 場 数27社29工 場

炉 数55

炉 能 力115,000

生 産 能 力264,20022.0

実 生 産 量66.399

操 業 度25,1

6社6工 場

r.914

(2,090)109,790

9,110263,66014.3

99,190.

37.6

2,3

(7,842)

43,943

社 ・ エ 場 数39社47エ 場

炉 数130

炉 能 力520,500

生 産 能 力1,199,200100

実 生 産 量483,407

操 業 度40.2

17社21工 場

2.8'85

(4,000)756,8ユ0

25,5151,848,110100

881,835

47.7

4.0

(8,904)

88,005

日春期信用銀行調査部rカ ーパイドェ業』(同 部,ユ960年)137頁 および146頁より作成。

で,カ ーバ イ ド・メーカーの系統 別,企 業 ・工 場別 の生 産能力の推移 を示 して

い る。 これ を見れば わか るよ うに,1)市 販系 に対 し,肥 料 ・合 成系 の構成比

が高 まった こと,2)と くに市販系 メ ーカ ーの1工 場 当た りの生 産能力が極端

に小 さ く且 つ操業度 も低 く経 営が不安定 であ った ことが窺われ,そ の結果1950.

年 に27社29工 場 あった ものが,58年 に は6社6工 場,と 企 業数 ・工場 数 ともに

激減 したこ と,ま た,3).電 気 炉1炉 当た りの規模 が大 型化 してい るこ とがわ

か る。 それ は大型電気炉 の採 用が相次 いだ結果 で,.1958年 度 で見た場 合10),次

の ようにな る。

16)前 掲 『カーバイド工業』146頁。

、
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電 炉 基 数 電 炉 容 量

電炉能力 轍 緒 縢 鶴 全体 に対
す る比率

10,000KW以 上.24基26%39万KW52%

20,000KW以 上9102128

す な わ ち,10,000KW以 上 の電炉 で見 ると,全 体 の3割 弱 の 電炉 で生産能 力

の5割 以上 を占め,ま た20,000KW以 上 の電炉 の場 合には,全 体 の1割 の 電

炉 で生産能 力の3割 近 くにあた り,カ ーバ イ ド生産が大型電気炉 に集 中す る結

果 とな ってい る。 これ ら大型 電気炉は,い ずれ もその構造が密閉式 の回転炉 で,

従 来 の開放式 固定炉 床の もの よ り,熱 効率お よび運転効率が格段 に優れ,コ ス

トダ ウン効果 が大 きく,塩 ビの競 争に大 き く貢献す ること となったm。 しか も

このよ うな大型電気炉 は1952年 頃 か ら大 手綜 合化学会社 に集中的 に設置 され て

お り,市 販系 の中小 カーバ イ ドメー カーの撤退 が相つ ぐ中で,カ ーバ イ ド生産

は,大 手 メーカーの大型電気炉 によ る生産 へ と集中 して行 ったの である。

② 電解 ソーダ工 業

「アセチ レン」源 として のカーバ イ ド工業 と同様 に,「 塩 化水素」 源 として

の電解 ソーダ工 業 も大 き く変 化 を遂げ た。製造工程 で も触れ た様 に,塩 素は原

料塩 の電気 分解 による苛 性 ソーダ生産 の際 に同時 に併産 され る18)。電解 ソーダ

工業は,化 繊工 業や紙 ・パル プ工 業 に必要 な苛性 ソーダの生産 のため,そ れ ら

産業 とともに発展 して来 たが、 同時 に併産 され る副生塩素 の有効利用 は従 来か

らも大 きな問題 とな っていた。副生塩 素の需要 先は戦前ぱ主 と して漂 白粉 であ

り,・戦.時中 はほ とん ど軍需用(火 薬 ・不凍 剤 ・高才 クタソ価 ガ ソリン製造触媒

用 等)で あ った19)が,戦 後 にな り化学繊維 や紙 ・パ ル プ産業 の発 展 に伴 う苛性

ソーダ需要 の急 増 とと もに副生塩素の消化 がふ たたび大 きくクローズ ア ップさ

17)同 上156～8頁 。

18)電 解法では苛 性 ソーダ1ト ンを生産 した場 合,塩 素0.89ト ンを副生す ると言 われ ている。 飯島

孝 『日本の化学技術』(工 業調査会,1981年)138頁 。

19)下 谷政弘r日 本化学工業 史論』(御 茶の水雷房,1982年)131頁 。
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れ て きたのであ る。DDTを は じめBHCや 化 学調味料等.医 薬 ・農薬 ・食 品

工業 向け等 に積極 的利 用が図 られたが,そ れで もなお過剰 となる副生塩素 の有

効利用方法 として塩 ビが登場,こ れが電解 ソーダ工業系化学会社 か らの塩 ビへ

の参入 を促 したのであ る。

この塩 ビの急成 長に伴い,今 度は塩 ビ用塩素 ガスの需要 が急増 し始めた。す

なわ ち,総 需要は1951年 の13万6千tか ら60年 の60万tへ.と 推移 したが.そ の

うち塩 ビ用塩素 ガスは6千tか ら16万8千tへ と急増 し,比 率 も4%か ら28%

を 占 め るに至 ったam。 しか も塩 ビ用塩素 の需要増 加の大部分 が 自家消費,す な

わ ち塩 ビメーカー(特 にカーノミイ ド系)に よる電解 ソーダ誤備の増加 に より占

め られていた こ とが特徴的 である。

よ く.知られ ている ように,戦 後数年 間は,工 業塩 の輸入割 当制限や 電力の消

費規制 のた め,電 解 ソー ダ設備 の増 設は制 約 されて いた。 しか し,.1952年 ソ ー

ダ製品の統制撤廃.56年 の原料塩 の 自己輸 入制 度再開,さ らに電源開 発の進展

に伴 う電力需給 の緩和 もあず か って,電 解 ソーダ設備の増設 は急激 に進んだの

である。増設 に際 しては,苛 性 ソーダの品質問題 とも関通 して,従 来 の隔 膜法

に代 わ り水銀法 が主 流 となった21,。隔 膜法 の生産4JZ1951年 当 時ユ4万4千t(全

体 の57%)で あ っ.たものが60年 には20万2千t(27%)と 比 率を急落 させたの

に対 し,水 銀法 での生産 は51年11万t(全 体 の.43%)か ら60年 の55万8千t

(73%)へ と急増 したの であ る22)。ま た..こ の 時期 の電解 ソーダ増設 の動 きの

中では,大 手 力ニノミイ ドメ一方ー(電 気化学 信越化学,日 本 カーバ イ ド、鉄

奥社 等)に よる電解 ソーダ設備新設 とい う事態 を見 逃す ことは出来 ない23)。.そ

20)日 本ソーダ工業会 『日本 ソー ダェ業百年史』(同 工業会,1982年)316～23頁 。

2D「 水銀法 と隔膜 法 とは,電 解 による反応 生成物 の分 離方式に相 違が あ り,… …苛性 ソーダの純

度 を高 める必要の ために水銀法 が開発 され,.… …高純度 の苛性 ソー ダの製造 に成功」 した こ とか

ら,水 銀法 の普及 が始ま.つた とされてい る。慈道祐治 「ソー ダ工業 と食塩電解一 その構造的 ・歴

史的把握 をめ ぐって一」r立 命館大 学人文科学研 究所紀要』No.41,1986年191頁 。

22)告 社の電解 ソーダの増設明細 に関 しては,化 学工業 日報社r化 学工業年鑑』 の各年 度版 に詳 し

い。

23)例 えば 日本 カーバ イ ドゐ場合,塩 ビの増 産に合 わせ て下記の通 り電解 ソーダ設備 を建設 してい

る。 「/
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の いず れ もが塩 ビの増産 を軸.に して 「綜合 電気化学 工業」 化 を目指 した もので,

この ことが今述 べた塩 ビ用自家消費塩素 ガス の 急 増 を もた ら し た の で あっ

た 。

この ように塩 ビの急成 長は電解 ソーダ工業 の構造転換 を もた らしたが.や が.

て 合成繊維 の台頭に.伴う化学 繊維 の成 長鈍化 もあ って,60年 前 後 か ら苛 性 ソー

ダの過剰傾 向が 問題 とな り始 めた。従 来 のいわば 「主苛性 ソー ダ従 塩素」 か ら

次第 に 「主塩素従苛性 ソーダ」体 系へ と大 き く変化 し始 めたのであ る。その影

響 は,ア ンモ ニア法苛性 ソ.一ダの水銀 法へ の転換促進24),さ らにそ こか ら,ア

ンモニア法苛性 ソーダ メーカーの塩 ビ.モノマ ーメーカーへの転進 へ とつなが っ

て行 ったの であ.る。

2.塩 ビ産業の構造変化

基礎原料工業の構造化 とともに,.塩 化ビニール産業.その ものの構造変化 もま

た非常 に大きい ものであった。その変化 を塩 ビ樹脂製造工業と塩 ビ樹脂加工工

業の順に見てみよう。

① 塩 ビ樹脂製造工業

戦後の化学工業各社による塩 ビの企業化 ラッシュとそれに続 く激しい競争の

、

＼ 塩 ビ 電解 ソーダ 備 考

1950年25ト ソ〆月125ト ン/月(隔 膜法)

52カ ーバイ ド電 炉20,000KW新 設

54164(隔 膜法)

5550

ユ50(これ以降 懸濁重合)

56600366(こ れ以降水銀法)

571100709

59'500899

601100

日本カーバイ ド工業(株)社 史編集室編 『日本 カーバ イ ド30年史 』(1967年)「 付属年表」 よ

り作 成。

24)ア ンモ ニア法苛性 ソーダの設備的 「欠陥 と して原料塩 の利用効率 の悪い ことが指摘 され ていた。

ナ トリウム分 についてはほぼ72%利 用 されるが,塩 素分 については100%利 用 されずに廃棄 され

ていた」。東洋曹達工業(株)『 社 史四十年 東洋曹達』(1978年)108頁 。
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中 で,も っ とも大 きい変化 を遂 げたのは,塩 ビ樹脂 メーカーその ものであ ったげ

そ の変化の主 な ものは,.技 術 革新 に伴 う製 法転 換の進展 とそれ らを軸 に した経

営 内容 の変化で あった。

1)力 一・ミイ ド・アセチ レン方 式に よる塩 ビの企 業化 にあた り,各 社 の製造

技 術水準は,モ ノマー合成工程 については平準 化 され ていたが,ポ リマー重合

工程 につい ては かな りの差があ り,塩 ビ樹 脂製造 にお ける技術革新 は.ま ず ポ

リマー重合工程 におけ る製法 転換 か ら始 まった25)。す なわち,「 乳化重合 か ら

懸濁重合へ の転換」 がそれであ る26)。 この転換が塩 ビ企 業化 当初 におけ る各社

の技術優劣 ひいては企業 間格 差 を決定 づ ける要因 ともな ったのであ る27)。塩 ビ

企業化 当初,重 合工程 の主流 は 「乳化 重合 方式 」 であったが,こ れ は戦前 カ ー

バ イ ドメー カーが行 った合成 ゴムの研 究開発 ・試験生産 の過程 での乳化 剤の技

術 を,戦 後塩 ビの重合工程 に援用 し主 流 となっていた ものであ った。 しか し,

乳 化重合製 品は,海 外で主流 となっていた懸濁重合製品 と比較 して,生 産技術

お よび製品 品質 の点 で満足 のい くもの でな く,こ れが外 国製樹脂 の輸 入 さらに

は海外技術導入 とい う展 開 をもた ら してい くこ ととな ったのであ る。すでに述

べ た 「日本 ゼオ ソ」 は グ ッドリッチ ・ケ ミカル社 の,「 モ ンサ ン ト化成」 はモ

ンサ ン ト ・ケ ミカル社 の懸濁 重合技術 を導入 し企業化 した ものであ る。 これ を

契機 に懸濁 重合 に よる塩 ビ樹 脂の品質 の優 秀 さが注 目を浴 び,他 の各社 も相次

いで懸濁重 合法 へ と転換 を実施 したが,国 産技術 によ る転換 にはかな りの年月

を必要 とした。 また製法 転換 と並行 して,重 合槽 の性能 ・材質 の向上 や大型化

25)前 掲r塩 化 ビニール工 業の歩 み』122頁 。

26)乳 化重合 と懸濁重合 とは,乳 化 重合 が乳化剤を使用す るた め,重 合度が低 く,乳 化剤 や塩析物

が不純物 となって混入す るため色 調や熱安定性が悪 く,コ ス トが高 い とい う難点があるの に対 し,

懸濁重合 では乳 化剤 を使 用せず,塩 ビモ ノマ ーを水中の触媒 の下で塩化 ピ昌一ル相のみで重合 し,

残存 モノマーを回収 して除 き多孔 質 ・微粒子のポ リマーを得 るため,不 純物 が無 く可塑剤 や安定

剤の混練 に最適 で しか もコス トが安 くて済む とい う利点が あ った。前掲 『塩化 ビニール工 業の歩

み』122～27頁 よ り要約0

27)「 特 に透明度,フ ィッシュ ・アイの点において.国 産技術 による樹脂 は到 底太刀打 ち出来ず,

価格 も10円/kg程 度 の格差 を生 ずる ようにな り」,「 国産技術 による他 の メーカーは,日 本ゼオ

ンの103EPを 目標に,品 質 同上 のための技 術的研究 に懸命の力をいれた」。前 掲,『 塩化 ピ一一

ル工業 の歩 み』ユ03頁。
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も進 み28》,.化学 機器 メーカーをも巻 きこみ,塩 ビの品質 ・価 格競争 を一層激 し

.い もの と した。

この よ うなポ リマ ー段階 での技術革新 が進む一方 で、 電力単価 の上昇 に伴 う

カ ーバ イ ドお よび塩 素 ・水素 の価格上 昇が大 きな コス ト圧迫 要因 とな り.「 カ

ーバ イ ド ・アセチ レン法」 に よる塩 ビ樹 脂生産 の魅 力が 次第 に薄 れ始 めて来た
。

時 を同 じくして,1955年 頃 か ら石油化学工業が発達 し始 め,大:量 生産 による低

価格エチ レ ンの有効利用 の問題 が台頭 し,こ れ らの両面 か ら塩 ビは原 料転 換 を

迫 られ る結果 となった。 アメ リカではすで に早 くエ チ レンを原料 とす る塩 ビ生

産体制が確立 され ていたが,日 本 で もよ うや くエチ レンを基礎原料 とす る塩 ビ

モ ノマ ー合成法へ の転換が始 まったのであ る。EDC法(第2図 一1)お よび

オキ シク冒 リネ ーシ ョン法(同 一2)へ の転換 がそれ で ある。 これ ら両者 の う

第2図 一1EDC法 による塩 ビ製造工程図

.石鑿 学 エチレン 暮晟・ 購
・化・ニー・

電解ソーダ 塩 素 塩化水素

主業 塩化ビニール

カーバイト カーバ イト アセチ レン

工業

第2図 一2オ キ シ ク 臣 リネ ー シ ョン法 によ る塩 ビ製 造 工 程 図

電解ソーダ
工業

塩 素 EDC

誠

石油化学
.工業

エチ レン

酸素又は
空気

EDC

熱分解
塩化ビニール

塩化水素

EDC
オキシク〕リ

ネ ー シ ョ ン

前 掲,近 藤r日 本化学工業論』429頁 。

28)塩 ビボ リマ ー重合槽 の材質の変化 と大型化 の経 緯は次の通 りで ある。す なわ ち壁面材質 につい

ては 「パ フ仕上 げのス テン レス製」 か ら 「グラス ライニ ング製」へ,さ らに 「ステ ンレス クラッ

ド鋼」 へ と耐蝕性 ・耐熱性 ・耐圧性 が飛躍的 に改 善 された。 また,生 産能率 を上 げて コス トダ ウ

ンを図るたゆ大型化 も進 め られ,:創 業初期 には3～7皿3の ものが,52年 にM16-20ml,eo*一

には20～25m3へ と進んだ。 前掲,『 日本 の化学 技術』294頁 。
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ち,EDC法 は その製造工程 にまだ カーバ イ ド・アセチ レ ンを含.んでいたが,

オ キシ クロリネ ーシ ョン法に なるとす でにカーバ イ ド ・アセチ レンは完全に工

程 から外れ,.同 法 への転換は塩 ビの モノマ ー工 程 をカーバ イ ド・アセチン ンの

炭化水 素源か ら完全に離脱 させ る結果 となワた。 この よ うに して塩 ぜの屯 ノマ

ー工程 は次 第に石油化学工業 の体系.の中 に組 み込 まれ てい.くこととな.り,.塩 ビ

樹脂生 産.はモ ノマ ー工程 とポ リマー工程 とが分.離 さ.れ,石 油化学工業の発 展 と

共 に極 めて複雑 な展.開を見せ て行 くのであ る。

2)次 に,こ の よ うな技術革新 に よる製法転 換に伴 う塩 ビ樹脂製造各社.の経

営内容の変化を見てみ よ う。

塩 ビ樹脂企業化.による各社 の塩 ビ依存 度を,総 売上高 に占める塩 ビ売上高 の

比重 で見 てみ る と(第8表),外 資 系塩 ビ専業 大手 メーカー として スター トし

た 日本 ゼオ ンとモ ンサ ン ト化成 とが,当 初の塩 ビ売上高100%か ら次第 に事業

多角化(日 本 一ぜオ ンで.は合成 ゴム,モ ンサ ン ト化成 では可塑剤等,.を それ ぞれ

第8表 売上高構成比率推移 (単 位=%)

1953年 星959年

塩 ビ比率 主力製品 比率 塩砒 率1主 力製品 膵

日 本 ゼ オ ン

モ ンサ ン ト化 成

.10〔}.0塩 ビ1③o:0

100.0塩 ビ100.0

66.0塩.ビ

*.塩 ビ

学

学

劒

ヒ

ヒ

ヒ

イ

ィ

イ

井

友

菱

三

住

信

11.7染 料32.0

0.5硫 安23.4

(コ ー ク ス38.3)

ユ4.3タ ー ノレ製 品

44ア ル ミ

(コ ー ク ス

66.0

串

43.5

11.B

26.7)

学

ド

学

料

学

社

成

イ

肥

化

バ

化

素

化

合

一

窒

興

淵

力

気

本

題

亜

本

日

鐘

日

電

新

信

鉄

東

10,1油E旨 製 品

5.0石 灰 窒 素

1.9石 灰 窒 素

16.5肥 料

一 石 灰 窒 素

7,1合 金 鉄

0.1硫 安

36.1

58.6

519

54.4

47..9

.374

33.5

27.4

36.3

15.6

14.6

29,0

工.3.0

3.9

塩 ビ

塩 ビ

石灰窒素

可 塑 剤

.塩 ビ

合 金 蛛

27.4

36.3

18.5

25.0

29.⑪

48,7

ナ イ ロγ原 料41.4

各 社 『有価証券報告書』・『社史 』よ り:計算作 成。 牛は 数値不 明ξ
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.併 産 へ)に よ.軌 .塩 ビの売上高比重 を低下 させて いた ことがわか る。 これに対

し,カ ーバイ ド系 各社 では逆に塩 ビ売上.高の比重 が,当 初微 々た るもの か ら大

幅 に上 が った ところが多 く,従 来の主力商品種(石 灰窒素等)の 比重低下 を示

してい る。 これ は先述 の ように カーノ.ミイ ド系各社が綜 合化学 工業 を目指 して塩

ビの企業化 とその拡大.強化 に注力 して きた ことを示 しているが,見 方 を変 えれ

ば,こ れ ら各社.に あ っては,塩 ビはあ くまで も余剰資源 の有効利用 に よる.「従

たる生産物」 として取 臼扱 われ て きた とも考 えることが でき.よう。

これ を,塩 ビ各社 の利益 率.(税 引前 当期 利益の対総売上高 比率)と 従業 員1

人 当 た り年 間売上高 とで比較.して見た も.のが第9表 である。 まず利益率 を見 て

み ると,日 本 ゼオ ソ.とモ ンサン ト化成 両社 の創業数年 間の利 益率 が他社 と比 べ

て抜群 に高 い ことが注 目され る。 この両社 は外国技 術 による最新 の懸濁重合法

を取 り入れ て製品品質上優位 に立 ち,そ れが売上高 に反.映し29),ま た 一方大量

第9表 利益(税 引前当期利益)率 および従業員一人当売上高

(単位=%,万 円/年)

ユ953年 1956年 1959年

利益率 売上高 利益率 売上高 利益率 売上高

日 本 ゼ オ ン

モ ソサ ン ト化 成

12.6

12.7

864

261

16.0

10.1

766

50.3

6.4

5.1

976

561

学

学

問

ヒ

ヒ

ヒ

イ

イ

ぜ

井

友

菱

三

住

信

4.9

3.9

(3.6)

133

173

196

6.3

4.1

(6.3)

21ユ

224

290

8,1

39

(4.9)

328

338

479

学

ド

学

料

イ

巴　

化

バ

化

素

淵

か

気

椌

本

日

鐘

日
電

新

7,1

&1

7.5

.308

114

107

85

13,5

6.3

8.4

6.7

373

227

185

231

6,7

5.8

5.8

92

526

275

230

414

各社 『有価証券報告書』・r社史』よ.ゆ計算作成。

税引前当期利益率=税 引前当期利益÷赴 高×100

29)「 当社製品が市場 に急進 出を始めた.同年(1952年).・ ・・・…他 社 より401円～50円(1:kg当 た り)

.ほ ど高い価格水 準を維 持 していた」。.日本ゼオ ン(株)『 日本ゼオ ソ二十年 史』(19鴨 年)皿5頁 。

また,積 水化学の1955年 ユO月一56年3月 期r有 価証 券報 告書』 によれば,原 料 購入 単 価 と しノ
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生 産に よる コス トメ リッ トもあ って,他 社 を圧 す るよ うな10～16%と い う高 い

利 益率 を確保 し得た ので あ るam。 これ に対 しカーバ イ ド系各社は,塩 ビ以外 の

既 存製品の収益 の悪 さ も手伝 って,利 益率 は軒 並み10%を 割 ってお り,ま た 旧

財閥系 の3社 の低い ことも注 目され る。 さらに従業 員1人 当 り売上高 につ いて

も〆 日本ゼ オソ とモ ンサ ン ト化成 の外資系2社 は.他 の カーバ イ ド系各社 のぞ

を遙 か に上 回ってお り,特 に 日本 ゼオ ンでは1人 当た り年間売上高が,1953年

以 降毎年800万 円前後 とカーバ イ ド系 各社 の数 倍に も及んでお り,外 資系塩 ビ

樹脂 専業企 業の合理的経営 の成果 を読 み取 ることがで きる。

この よ うに,塩 ビ樹脂製造 各社 は激 しい競争の下 で技 術革新 による製法転換

を行い なが ら経営基盤 を固めて行 ったが,カ ーバ イ ド系 各社 が従 来か らの既存

主 力製品 を中心 とす る生産構造 か ら脱 し切 れず に大 きな成長が望 めなか ったの

に対 し,外 資系2社 の ごとく,最 先端 の技 術で しか も専業体 制 を採 った ところ

ほ,抜 群の利 潤 を確保 して新 しい展開 へ と進んだ点 が特 に注 目され る。

3)上 述 の とお り,外 資系 の2社 は,塩 ビの創業 当初 か ら技術的 に も経営的

に も圧倒 的優位 に立 った のであ るが,.そ れ に も拘 らず この両社 のその後 の展 開

をみ る と,必 ず しも塩 ビ事業 に注 力 して塩 ビ業 界での独 占的地歩 を固め るとい

う方向 には進 まなか った。 これは,1)両 社 の提携 先で あるグ ッ ドリッチ ・ケ

ミカル社 お よび モ ンサ ン ト ・ケ ミカル社 の側に,対 日進 出 にあた り,塩 ビ事業

のみな らず両社 のそれぞれ の事業基盤 に関 連 した多角的総合 的 な展開 の計画 が

i

ー

一

寸

.冨

＼て,「 ニポ リッ ト(新 日本窒素の塩 ビ樹脂 の商標)@lkg150円,日 本 ゼオ ン@lkgユ80」 とあ.り,

当時 の塩 ビ樹脂 の市中価格が@lkgあ た り155円 見当であ ったの と比べて も非常に大 きな価格 差

が あ った ことを示 してい る。

30)外 資系 両社 については,従 業員の少 なさ もさることなが ら,建 謹費 が低廉 で従 って減価償却費

負担 が少 な く収 益への寄与の大 きか った こ とも注 目され る。 た とえば1951年 に建設 された 日本 ゼ

ナ ンの塩 ビ月産250ト ン設備 の場合,[建 設費総額 は675百 万円(グ 社 向け技術指導料175百 万円 を

含 む)で.塩 ビ月産1ト ソ当た り建 設費 は270万 円,同 じく1951年 建 設のモ ンサ ン ト化成 の月産

100ト ン設備で は,建 設費総額430百 万 円,塩 ビ月産1ト ン当た り430万 円であ ったのに対 し.1952

年建 設の三井 化学 の場.合.月 産150ト ン設備 の建 設費総 額758百 万 円;(土 地 代210百 万円.を含む)

で,塩 ビ月産1ト ン当た り建設費は505万 円であ っ た。 資料 出所=日 本 ゼオ ンについ ては 日本軽

金融(株)『 日本軽金融三十 年史』3ユ6頁,三 菱化成 については 日本興 業銀行調査部 『産業金融 時

報』52号(1952年6月 号)24頁,三 井化学 につい ては同社r有 価 証券 報告書』 よ り作成。

¢
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あ った と考 え られ ること817,2)そ の.ため もあ ってか,両 提携先 には塩 ビ事業

のこれ以上 の展開 に対す る極 めて慎 重な姿勢があ った こ と詫2),さ らに,3)国

産 塩 ビ各社は,主 力製品 に加 えて塩 ビの激 しい競争㈲に直面 し,塩 ビ事業 に照

準 を定めて積極的 に塩 ビの展開 を図 るだけの経 営内容 でなか った こと.な どに

よるものであ った。結局,塩 ビ業界 は12社 「乱立」状態 のまま成長 を続 け るこ

ととなったのであ る。.

(2)塩 ビ樹月旨力日工工業

塩 ビ樹脂加工工業 では事態 は どの ように展開 したので あろ うか。 まず始 めに

塩 ビ加工製品 の生産量 の推 移 とその内訳 を見 ると(第10表),1950年 代 前半は,

フ ィル ム,レ ザ ー,シ ー ト類 を中心 とす る軟質塩 ビ製品が主力 を占めていたが
,

56年 頃 か ら次第 にパ イプ,継 手,波 板 等の硬質塩 ビ製品が市場 に浸透 し,60年

ま でには軟 質製 品 と市場 を二 分す るまでに至 ってい る。 そ して これ ら軟 質 ・硬

質製品 いずれ の場合 に も その主 要製品 につい ては大手樹脂 メーカー主導 で技

」

1

31)日 本ゼオ ンでは,「 塩 ビとその用途 に類似性 のある」合成 ゴムに進出するのば 「高分子工業 と

い う観点か らみる と、極 めて 自然な展開」で ある として,57年 「世 界の合成 ゴム技術 を リー ドす

る立場 にある グッ ドリッチ ・ケ ミカル社の合成 ゴム技術 の導入 を申請 し合成 ゴム事 業に乗 り出 し

た」。前 掲 『日本ゼオ ン二十年史』 ユ52～7頁 。 また,モ ンサ ン ト化成 の場合,米 国モ ンサ ン ト社

は対 日塩 ビ進 出の際.「 事前調査 の過程 で三 菱化成 と新 目本窒素肥料 を有 力候 補 として選 定 し,
塩 化 ビニール技術 では新 日本窒素肥料 を高 く評価」 しなが らも,「 総合的 に判 断 した結果,最 終

的に三菱化成 をパ ー トナー として選択」 した。 「一般 的に,欧 米の化学企業が対 日進 出を積 極的

に検討 し始 め るのは51年9月 のサ ンフ ランシス コ講和 条約締結 以降 」で あるが,モ ン サ ン トは

「同条 約締 結に先駆けて対 日進 出を決定」 した。 「これは 日本進 出への強い意欲 を現わす ものセ

あった」。前掲r三 菱 モ ンサ ン ト化成三十年 史』49頁 。

32)日 本ゼオンで は,1953年 の500ト ン/月 へ の増設 の際,「 グッド リッチ ・ケ ミカル社は なかな

か計 画に同意 せず」,い ろい ろと細かい理 由をあげ て反対 し,増 設 に時 間がかか った。 前掲 『日

本 ゼオン二十年 史』112～4頁 。 また,モ ンサ ン ト化成 でも52年3月 に100ト ン/月 か ら180ト ン

/月 への増設が提案 されたが,「 モ ンサ ン ト側の提案 によ り一 ・・…即時決矧 こは至 らなか った。
……計画実施の時期お よび資 金の調達方法 をめ ぐ

って,両 社の見解 は根本的 に異 な ったため……

難航 ……計画 を次年度 へ見送 り・・・…紆余 曲折 を経て……53年1明 に増設が完成 した」。 計画 提 案

か ら実に20ケ 月 を経過 してい た。三菱 モ ンサ ン ト化成(株)r三 菱 モ ンサ ン ト化 成30年 史』(1982

年)64～5頁q'

33)「 振 り返 って みると,塩 ビ業界 は安定 しかかる と二.エーカマーが登場 し,当 座 ゴタゴタす ると
い うことが,次 々と起 こり.ま るでそれが塩 ビ業界 の体 質的な もので あるかの よ うな認識 を,一
般 に持たれ るこ ととな りま した 。」 前掲 『塩化 ビ二一ルェ業30年 の歩み』 元チ ッソ常務取締役野

村義 雄 「幕 あけの ころか ら販売に携わ って」250頁 。
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第10表 塩 ビ製品生産量(樹 脂量換算)推 移(単 位;ト ソ/年,%)

軟質製品 硬質製品 そ の 他 合 計

生産量 比率 生産量 比率 生産量r 比率 生産量 比率

1953

56

59

13,69396540

30,8305921,089

74,9275364,727

4

1

rD

4

4

一14
,2321100

262-52,181100

2,7832142,437100

前 掲 『化学⊥業統計年報』 よ り作成 。

術開発 ・生産 ・販売が推進された ことが特筆され る。 このこと潜塩ビ産業の発

展 に大 き く寄与す る とともに,後 続 の石油化学工業 系合成樹 脂の展開 を約束す

.るこ.とにな・⑳ である・ ここでは・軟質塩 ビ… ヒムと顧 塩 ビパ イプを代

表 例 として その状況 を見 ることとす る。

1)軟 質塩 ビフィル ムの メーカー別生産量 の推移(第11表)を み ると.そ れ

に先鞭 をつけたのはモ ンサ ン ト化成 で.同 社 は塩 ビ樹脂 の企業化 に先 立 って塩

ビ加工(中 で も特 に軟質塩 ビフ ィルム加工)工 場 を 自社 内に建設 した とい う特

異 な参 入経緯 を持 ってい る84)。す ぐ後 に続 いた三 井化学 も同様 に 自社 内 に塩 ビ

第11表 軟質塩 ビフイルム生産量推移

(単位=千 平方ヤー ド/年,%)

1952 1954 1956

生産量 シェ ア 生産量 シ ェ ア 生産量 シェ ア

モンサント化成

三 井 化.学

18,098

7,356

73

27

14,949

12,475

20

16

19,919

29,970

18

28

2社 合 計.

、

25,454 100 27,424 36 49,889 46

そ の 他12社
一 一 48,864 64 58,310

`54

合 計 25,454 100 76,288 100108,199 100

モンサ ン ト化成4,lPモ ンサ ン ト化成3b年 史』,三 井化学 は 『有価証券報告 書』。

合計 は 『ゴム ・塩化 ビニール統計年報 』 より作成 。

・34)三 菱化成 は,四 日市 における塩 ビ樹脂の企業化 に先立 ち,「 ポ リマー 〔樹脂 〕工場 に比べて投

資 が少 な く,工 期 も短 い 〔軟質塩 ビフィル ム〕加工工場の建設 を先行.直 ちに営業活動 を行 うこ

とによ り,塩 化 ビニール 〔樹脂〕工場建設資金の一部 を賄 う方針 を立て,名 古屋 加工部 〔工場〕/
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フ ィル ムの加工部 門 を持 ち,こ の2社 で,そ の後 の塩 ビフィル ム市場 の約40%

強 を占めて業界 を リー ドし,他 の12社 が これ に追随す る形 で成長 を続 けた.。最

先発 であったモ ンサ ン ト化成 は,栽 培 農業用塩 ビフ ィル ムの開発 ・生産 ・販売

に注力 し,「 農 ピ」(農 業用塩 ビフィルム)の 略称 を一般化 させ る程 の普 及を

示 した。 また この拡販 の過程 では,市 場 の要請 に応 える形で大型設備 による広

幅物の生産体制 を確立日5)し,市 場 での圧倒的優位 を確保 した、 こ うした一連の

動 きは.そ の後の ポ リエチ レ ンフ ィル ムの需要 につ なが り.ポ リエチ レン樹脂

の用途分 野 を確立す る契機 と もな った。

2)こ う して軟質塩 ビ分野 で一部大手樹脂 メ ーカ ーに よ り塩 ビフィル ムのシ

モ

ェアが押さえられたこともあって,他 の樹脂メーカーの開発努力は,可 塑剤を

使用 しない硬質塩 ビの分野での新 しい需要獲得に向けられることとなった。そ

の典型が硬質塩 ビパイプである。まず積水化学が積極的に生産体制を確立 して

先行 したが,ほ ぼ同時に鋳鉄管メーカーである久保田鉄工が鐘淵化学の技術指 、

導によ り新規参入,長 浜樹脂(三 菱化成系)さ らに横浜 ゴムと相次ぎ,こ の4

社で市場の80%近 いシェアを占め4社 体制が確立した(簿2表)。 パイプ の 口

径 も次第に大 口径のものへと広が り,そ れにつれて押出機 も大型化 ・連続化さ

れ,折 か らの建設ブームも手伝 って水道用や化学工業用に大量に消費され,塩

ビの最有力製品 として定着 した。 この加工技術や加工設備は,そ の後のポリエ

チレンバイブ製造にも援用されて,積 水化学や長浜樹脂(後 の三菱樹脂)等 で

は併産体制が組まれ,塩 ビフィルムの場合 と同様,石 油化学工業系合成樹脂の

展開に大 きな.役割を果たした。

＼ の建設(四 日市工場 内)に 踏み切 った」。前掲 『モ ンサ ン ト化成三十 年史』131頁 。 〔 〕内は引

用者 に よる。

35)た とえばフ ィルム製 造用 カレンダーロール機の大型化 の状況 を見 ると,1951年 創 業開始時には,

回転軸直径24イ ンチ,ロ ール幅66イ ンチ,7イ ル ム幅135cmの 英国7ア レル ・バ ー ミンガム社

製か らの輸入機 であ ったものが,1958年 には,回 転軸直 径32イ ンチ,ロ ール幅92イ ンチ,フ ィル

ム幅185c皿 の芝浦共 同機械 とア ダム ソン社 の技 術提携機 とな り,さ らに1960年 には,フ ィルム

幅270cmと い う世界初 のスーパ ー広幅製造機へ と移 ってい った。 前掲,『 モ ンサ ン ト化成30年

史』123～5頁 。
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第12表 硬 質 塩 ビ管 生 産 量推 移.(単 位 ・ トソ/年%)

195519571959.

生産 量 シェ ア 生 産 量 シ ェ ア.生 産 量 シェ ア

積 水 化 学 2,574 38 7,149 35. 12,574 30

久 保 田 鉄 工 1,563 23 4,319 21 7,974 18

長 浜 樹 脂 962 14 2276 11 4,157 10

横 浜 ゴ ム 919 13 2,7ユ6 13 3,600 8

4社 合 計 6,018 8816,460 80128,305 66

4社 以 外 842 1213,848 2014,718 34

合 計6,860ユ00120,3081100143,0231100

久保田鉄工株式会社 『久保 田鉄工80年 史 』(1971年)365頁 よ り作成。.

第13表 塩 イヒビ二 一ノレ製 品 従 業 員 規 模vii生 産 量 推 移

(樹 脂量:換 算,単 位=ト ソ/月,.%)

中 小 企 業
1～300人 比

大 企
301人 以上

業
比

合生 産 量 計
比

1954合 計

58

8ユ5445
38,45542

9,83755

52,24458

17,911100
90,699100

軟
フ ィノレム

54

58

2,121

5,309

28

30

5,510

12,407

72
70

7,631

17,716

ユ00

100

質 シ ー ト
4

8

FO
5

2,50271

6,73259

ユ,04529

4,68841

3,545100
11,420100

一ザレ
、

品 4

8

FO
5

2,28567

ユユ,26181

1,14633

2,678119

3,432100

13,879100

硬 質 品
(パ イプ等)

4

8

5

=
り

39622

7,94430

1,38978

18,83870

1,784100

26,7821100

前掲 『化学工業統計年報 』よ り作成。

3)第13表 は,塩 ビ加工 におけ るこの よ うな大手加工 メーカご(そ の大部分

は塩 ビ樹脂 メー カー本体 乃至その系列)の 比重 の高 さを特徴的 に示 してい る。

従業 員301人 以上 の大企 業の占め る比率が,軟 質塩 ビフ ィル ム,硬 質 押 出 品

(硬 質塩 ビパイ プが主).の いずれ において も70%以 上 と驚 くべ き高 さを示 して

い る。 この ことは戦後 一時期 隆盛 を極 めた軟質塩 ビシー トや レザーにおいて従
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業 員300人 以 下 の中小企 業の比率が高か ったの と対照的 であ る。 この現象は ま

た他 の合成樹脂 加工 の場合 と比較 して も大 きな特色 で ある。す なわ ち,各 種 プ

ラスチ ック成 形品の生産量(樹 脂量換 算)の 内,中 小企 業(資 本金5千 万 円以

下).の 占め る比重が,ポ リエ チ レン47%,ポ リスチ レン53%,ポ リプ ロピレン

45%で あ るのに対 し,塩 ビで は16%と 際 立 って低 く,塩 ビ加 工がいか に大 企業

に依存 していたか を見て取 るこ とが で きる807。

4)以 上.軟 質 及 び硬質塩 ビの代表的 な製品 を中心 に塩 ビ加工分野 の発 展経

過 を見 て きた。特徴 的訟 ことは.塩 ビ加工 の場合,大 手樹脂 メーカーが直 接 自

社 内または系列会社 に加工部 門 を保有 す る とい う構造的 な特質 を持 っていた こ

とであ る。.た とえば,日 本 ゼオ ンにおけ る親 会社横浜 ゴム(硬 質 パイ プ)と 古

河電工(塩 ビ電線),モ ンサ ン ト化成 におけ る 自社 工場(軟 質 フ ィルム)お よ

び系列 の長浜樹脂(硬 質 パイ プ),鐘 淵化学 におけ る 自社 工場(塩 ビ電線)と

技術供与先 の久保 田鉄工(硬 質 パ イプ),新 日本窒 素肥 料に糾 ナる系 列 の 積水

化学(塩 ビパ イプ)な ど,塩 ビ樹脂 の大量 消費先 を確保 した企 業 で塩 ビ事業 の

急成長が見 られた。 この ように,大 手樹脂 メーカーの加工 分野へ の直接 ・間接

の参 入が,加 工分野での大規模投資 を可能 に し,結 果的 に塩 ビ樹脂 の大量消費

を可能 に し,さ らにはそれが塩 ビ樹脂 の大量生産 を強 力に支 えたので ある。

5)こ うして蓄 積 された樹脂加工技術は,そ の後 の石油化学工業系樹脂 の加

工段階 で広 く活 か され ること とな?た 。た とえば,モ ンサ ン ト化成 の 場 合,

1947年 母 線樹脂 におけ る塩 ビレザ ーの生 産開始 によ り軟質塩 ビ分野 に本格的 に

参入 したが,52年 硬 質塩 ビに特化(パ イプお よび波板),55年 に は 硬 質 塩 ビパ

イプ ・波板 の新工場建設 と同時にポ リエチ レン加工工場 も新設 して,併 産体制

に入 って いる。積水化学 では,52年 に硬質塩 ビパイ プの生 産 を開始 した京都工

場 を中心 に硬質塩 ビの事業展開 を積極的 に進 めたが.一 方,.54年 に ポ リエチ1ノ

ンチ ューブの生産 を始めた尼崎工場 でに,同 時 にポ リエチ レンのパイ プや フィ

ル ムの研究 に着手 してポ リエチ レン樹脂加工 の基礎 を固め
,そ の後 の同社 にお

36)通 商産業大臣官房調査統計部編 『プラスチック製品統計年報』1965年版,106頁 。
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け る ポ リエ チ レ ン 事 業 展 開 の 原 動 力 と な っ た の で あ る 。

Ivお わ り に

これまで見てきたように,塩 ビは戦後 日本の有機合成化学工業の中でも特に

1950年 代に急激に成長を遂げた合成樹脂 として注目される。その企業化 ラッシ

ュか ら急成長過程,企 業化のための基礎構造,さ らに急成長の及ぼ した影響等

について具体的に見てきたが,こ れを要約すると,次 の様にまとめることがで

きる。

1戦 後の復興過程の中で化学工業各社はそれぞれの原料特性を活かして塩

ビを企業化 し.たが,結 局 どの企業 も主導権を握 って巨大化す ることができ

なかった。外資導入による専業大手メーカーでさえも,高 品質 ・低価格と

いう強力な武器を持ちながらも市場を完全に支配できず,最 終的には合成

ゴムをはじめ他の化学製品分野への多角的展開 を図らざるを得なかった。

このことは,特 に余剰資源 としての副産物利用の利点を活か したカーバイ

ド系並びに電解 ソーダ系各社が,塩 ビメーカーとして絶 えず競争を激化さ

せる要因となって立ち現れたことにもよる。しかし,こ れ ら各社 も逆にそ

の ことが桎梏 となって,結 果的に塩 ビを大きく成長させることができずに,

石油化学工業系の中に組み込 まれて行 くこととなった。 これは余剰経営資

源の有効利用がある意味でマイナスの効果を産んだ典型例であると思われ

る。

2有 力な加工部門を自社 内に保有 した企業(モ ンサ ント化成,三 井化学,

鐘淵化学等),あ るいは系列内に保有 した企業(日 本ゼオン,新 目本窒素

肥料,モ ンサン ト化成.東 亜合成等)は 大量生産される塩 ビ樹脂の確実な

消化先 を確保することによって着実な成長を見せた。 しか し樹脂の外販

(売 り切 り)に 重点を置いた企業(住 友化学,電 気化学等)で はこのよう

な塩 ビ樹脂 の確実かつ大量の消化先の確保 とさらにその加工技術の開発に

遅れをとり,塩 ビの大 きな成長は見られなかった87㌔
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3ま た 加工部門 では,塩 ビの加工 と並行 して石油化学工業系合成樹脂 の加

工 が開 始 された。特 にポ リエチ レンとポ リスチ レンとは.1958年 の木 格的

生産 に先 立 ち1951年 頃 か ら数 年間 にわた り先行輸入が行 われ たが,こ の時

期 が石油化学工 業系樹脂 の加工段 階の開発時期 にあた っていた。 それ は,

加 工面 での技術的類似性 も手 伝 って主 として塩 ビ加工企 業 で行 われ,そ の

製品は時 には塩 ビ樹脂 の代替 品 として市場 に提 供 され るこ ととなった。 こ

の よ うに塩 ビ加工は石油化学工業 系樹脂 の加工 への橋渡 しの役割 を果.た し

た。

4外 資系 の2社(日 本ゼ オ ン,モ ンサ ン.ト化成)の 技術 的 に圧倒 的 な優位

とそれ に伴 う好業績 とは,塩 ビ産業 のみな らず 化学工業 全体 に強 い衝 撃 を

与 えた。 この2社 を追 うよ うにユ0数社 が塩 ビ事 業の基盤 強化 に注力 したが,

そ の過程 での競争 と協調,さ らに政府 の強 力な支援 な どは,そ の後の外資

並 びに外.国技術 導入 を基礎 とす る石油化学工業 の展 開に少 なか らぬ影 響 を

及ぼ した。'

5塩 ビ産業 は,戦 後 の一時期,短 期 間 に大 きな産業基盤 を形成 した に もか

かわ らず,そ の後 に台頭 し始 めた石油化学工業 の発 展に伴い,塩 ビ樹 脂生

産 の面 での原料転 換 によ りモ ノマ ー工程 とポ リマ ー工程 の分 離 を強制 され,

石 油化学工業 の一環 として包摂 されて いった。 また,塩 ビと競合 す る石油

化学系樹脂 の登場 に よって,全 体 に占める塩 ビの比重 は低落 を余儀 な くさ
も

れて い った。 その ことが,塩 ビ産業の その後の展開 に とって制約 となった

ので あ り,塩 ビ産業 の 日本化学工 業におけ る歴史.的限界性 を示す ことにな

ったの であ る。

37)た とえば住友 化学 の場合,「 塩化 ビニル樹脂25ト ン設備 が(1951年)7月 に完成 した。 …… こ

れ か ら数年 間悪戦苦 闘の連続で あった」。住友化学工業(株)r住 友化学工業 株式会社史』(1981

年)238頁 。 また電気化学の場 合,「 一 ・噛 ず月産30ト ンを目標 とす ることに して建設工事 に着

手 し,1951年2丹 …・・操業 を開 始……,と はい って も,こ の工場がス ター トをは じめたと きは,

製 品の需 要が振 わず,価 格 も下 が り気味の時期 であったので,そ れ か ら1953年10月 ごろまでの約

2ケ 年半 は,こ の工 場に とって苦難の時期で あった。 このため,月 産20ト ンを 目標 に操業す るは

か なか った」。電気化学工業(株)rデ ソカの歩 み50年 』(同 社,1965年)127頁 。 いずれ も,た

か だか月産20一一30ト ンの塩 ビの販売に長期 間悪戦苦闘 していた。


